

















































































































































































































































































































































































































































































































































消できるであろう（東京簡裁平成17・ 2 ・ 3 消費者ニュ－ス63号146頁の事例は，期
限の利益喪失条項の趣旨が不明確・不適正で不当な契約条項であるとしている）。しか
し，客観化明確化により債務者に不当な不利益を強いるときには，その効力が



























































































































山野目・前掲注27論文30頁は，ひな型 5条 2項 5 号につき，「著しく」，「明らかに」などの文
言を工夫して用い，銀行側の立証度を厳しくする文言を補いつつ，これを存置させる解決方向を
も示されていた。
40）
期限の利益の喪失約款の効力再考（宮川）
（21）　21
入人又は連結対象子会社の事業内容や操業状況，保有資産や将来性に関して，
重大な変化が発生し，若しくはそのおそれがあると認められる相当の理由があ
り，融資債権保全の必要があると認められる場合」（コミットメントライン契約某
事例）などのように，より具体的な表現に換言することを考案するのである。
そうすることにより，想定外の事態発生にも対応できることを前提に，事業継
続の見通しについての文言が挿入され，また，債権者だけからみての文言（債
権保全）ではなく債務者についての財産状態の悪化等の文言があるならば，包
括性が減退し客観性がより高まることになる。私見の判断枠組みの採用のほか，
包括性を減退させるべく文言改正を模索する必要があろう。
お わ り に
これまでの検討により，銀行取引約定書における包括事由といわれる「債権保
全を必要とする相当の事由が生じたとき」の該当性の判断につき，具体的な判
断枠組の定立を提言することができた。これまでの先行研究は，「債権保全を
必要とする相当の事由」を包括的概念であるとして，これを消極的に評価し批
判を加えているものの，それに止まり，判断枠組の定立化に向けた検討をほと
んどしていない。私見のように四つの要素に分けて具体的にかつ客観的に検討
したうえで，期限の利益喪失の有無を判断するべきではなかろうか。これによ
り，先行研究の到達点を一歩進める手掛かりにもなるであろう。今後の課題と
して，銀行取引における「債権保全を必要とする相当の事由」について，本稿
を足掛かりにして，判断枠組を定立させることに向けて検討を続けることが必
要であろう。本稿に対して肯否いずれの立場からも，ご批判をいただき今後の
さらなる議論の深化を期待したい。預金凍結との関係分析は残された問題であ
ろう。また，「不安の抗弁」と比較検討することも今後の課題と考えられる。
41） 42）
最近の研究として，潮見佳男「普通預金の拘束と不法行為──損害賠償責任と判断構造」金融
法務事情1899号22頁（2010年）。
不安の抗弁権をめぐる最近の判例整理として，升田純「現代型取引をめぐる裁判例（31）」判
例時報1701号46頁（2000年）がある。
41）
42）
